
２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 2¶466¶348 2¶466¶348 `

]投資有価証券

満期保有目的の債券 10¶000 10¶104 104

^売掛金 34¶582 34¶582 `

_その他の未収入金 1¶304 1¶304 `

`未払金 (24¶848) (24¶848) (`)

a未払消費税等 (393) (393) (`)

b前受金 (728) (728) (`)

c預り金 (21¶895) (21¶895) (`)

d短期リース債務及び長期リース
債務 (318¶039) (318¶039) (0)

~１．負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
２．単位未満は、切り捨てております。

附属明細書
１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累
計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 997¶500 0 0 997¶500 815¶456 89¶775 0 182¶044

構 築 物 151¶733¶700 0 0 151¶733¶700 55¶856¶504 9¶403¶174 0 95¶877¶196

車 両 運 搬 具 2¶162¶755 0 0 2¶162¶755 2¶076¶244 21¶627 0 86¶511
有 形 固 定 資 産
（償却費損益内） 工 具 器 具 備 品 849¶512¶818 487¶439¶546 30¶106¶768 1¶306¶845¶596 617¶438¶517 186¶627¶341 0 689¶407¶079

リ ー ス 資 産
（工具器具備品） 676¶384¶423 50¶278¶021 4¶021¶101 722¶641¶343 412¶812¶797 148¶889¶042 0 309¶828¶546

計 1¶680¶791¶196 537¶717¶567 34¶127¶869 2¶184¶380¶894 1¶088¶999¶518 345¶030¶959 0 1¶095¶381¶376

建 物 2¶169¶430¶841 0 0 2¶169¶430¶841 629¶616¶940 82¶055¶090 0 1¶539¶813¶901

構 築 物 724¶414¶941 0 0 724¶414¶941 565¶384¶059 28¶360¶745 0 159¶030¶882
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
\現金及び預金
これは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

]投資有価証券
時価については、債券は取引所の価格によっております。

^売掛金、_その他の未収入金、`未払金、a未払消費税等、b前受金、c預り金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

d短期リース債務及び長期リース債務
これらの時価について、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定され
る利率で割り引いた現在価額により算定しております。

重要な会計方針の変更
該当する事項はありません。

重要な債務負担行為
該当する事項はありません。

重要な後発事象
該当する事項はありません。

その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22年12月７日閣議決定）」において、「消
費者庁の機能を強化する中で、独立行政法人制度の抜本的見直しと並行して、消費生活センター
及び消費者団体の状況等も見つつ、必要な機能を消費者庁に一元化して法人を廃止することを含
め、法人の在り方を検討すること」「東京事務所の国庫納付」及び「相模原事務所研修施設の廃止」
が決定されております。
また、「独立行政法人制度及び組織の見直しの基本方針（平成24年１月20日閣議決定）」を踏ま

え、「国民生活センターの国への移行を踏まえた消費者行政の体制の在り方に関する検討会」にお
いて、組織の在り方について検討された結果、消費者庁の「特別な機関」として平成25年度予算・
機構定員要求を行ったところですが、平成24年12月消費者担当大臣の「国民生活センターの今後
の在り方については、国への移行を含めてあらゆる選択肢を排除せず、１年間かけて検討。」との
発言を受け、「消費者行政の体制整備のための意見交換会」において、引き続き検討することとなっ
ております。

�
™


		2013-10-20T14:41:41+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




